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�ࡵࡌࡣ��

ඛ㐍国のᕷ場䛜ఙ䜃ᝎ䜐中䛷㏵ୖ国の䝪䝸䝳䞊䝮䞉䝌䞊䞁㻛㻮㻻㻼 ᕷ場䛿ᡂ㛗䛜ᮇᚅ䛥䜜䛶䛔䜛䛜䚸䛭の〇ရ

開発ᡓ␎䛿䛣䜜䜎䛷䛸␗䛺䜛䜒の䛜せồ䛥䜜䜛䚹 

本✏䛷䛿䚸䛣䛖䛧䛯䝪䝸䝳䞊䝮䞉䝌䞊䞁㻛㻮㻻㻼 ᕷ場ྥ䛡〇ရの䜾䝻䞊䝞䝹䛺〇ရ開発ᡓ␎䜢䚸ᐃ䛥䜜䜛開発

ᚋの⏕⏘䝛䝑䝖䝽䞊䜽యไ䛸⤡䜑䛺䛜䜙ศᯒ䛩䜛ᯟ⤌䜏䜢䚸〇ရのᕷ場䚸〇ရ開発の㐍䜑᪉䚸䝸䝞䞊䝇䞉䜲䝜䝧䞊

䝅䝵䞁䛸の㛵ಀ䛺䛹のほⅬ䛛䜙䚸ᥦ♧䛩䜛䚹 

 

��〇ရ㛤Ⓨᕷሙ�

〇ရ開発䜢⾜䛖場ྜ䛻䛿୍⯡䛻ᕷ場䛜ᐃ䛥䜜䛶䛔䜛䚹䛭の䜘䛖䛺ᕷ場䛸䛧䛶㏵ୖ国のࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン

�%23 ᕷሙのᕷሙとしてのポテンシࣕルには大きいものがある�プラࣁード�������。 

ᐇ際䛻〇ရ開発䜢⾜䛖場ྜ䛻ᐃ䛩䜛ᕷ場䛻䛿䚸ඛ㐍国䛸㏵ୖ国䛻ศ䛡䜛どⅬ䛻❧䛴䛸䚸≉䛻ศ䛡䛺䛔ୡ

⏺のᕷ場䛸䚸ඛ㐍国のᕷ場䚸㏵ୖ国のᕷ場䛻ศ䛡䜙䜜䜛䚹㏵ୖ国のᕷ場䛿䚸䛥䜙䛻䚸ᐩ⿱ᒙのᕷ場䛸ࣗࣜ࣎ー

ム・ࢰーン�%23 ᕷሙに分けられる。ᐩ⿱ᒙのᕷ場ྥ䛡の〇ရ䛻䛴䛔䛶䜒ඛ㐍国のᕷ場ྥ䛡の〇ရ䛸䛿␗

䛺䜛㠃䜒䛒䜛䛜䚸このࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙ向けの〇ရ開発䛻䛴䛔䛶䛿ඛ㐍国ᕷ場ྥ䛡の〇ရ開発

䛸䛿大䛝䛟␗䛺䛳䛯㠃䛜せồ䛥䜜䜛䚹౯᱁䛰䛡䛷䛿䛺䛟䚸⏕⏘ᕤ⛬䜔䚸㈍ᚋの㐠⏝䜔䝯䞁䝔䝘䞁䝇䛺䛹䜒㛵ಀ䛧

䛶䛟䜛䚹 

 

��� 23%�࣮ࣥࢰ࣭࣒࣮ࣗࣜ࣎ �㢮ᆺࡢ〇ရ㛤Ⓨࡅྥ

ーン�%23ࢰ・ームࣗࣜ࣎ ᕷሙ向けの〇ရ開発䜢⾜䛖場ྜ䛻䚸᪂つ䛻開発䛩䜛䛛䚸᪤Ꮡ〇ရのᨵኚ䛻䛩䜛

䛛䛷〇ရ開発ᡓ␎䛿␗䛺䜛䚹䜒䛳䛸䜒᪂つ䛻開発䛸ゝ䛳䛶䜒ᇶ本ᢏ⾡䛿䛒䜛䛸⪃䛘䛶䜘䛔䚹䛭のୖ䛷䚸䝪䝸䝳䞊

䝮䞉䝌䞊䞁㻛㻮㻻㻼 ᕷ場〇ရ䜢⊂⮬䛻開発䛩䜛場ྜ䜒䛒䜜䜀䚸᪤Ꮡのඹ㏻䝥䝷䝑䝖䝣䜷䞊䝮䜔ඹ㏻䝰䝆䝳䞊䝹䜢䝧

䞊䝇䛻開発䛩䜛場ྜ䛜䛒䜛䚹 

᪂つ䛻開発䛩䜛䛸䛔䛳䛯場ྜ䛿䚸䛭の䜘䛖䛺ၟရ䛜ᕷ場䛻Ꮡᅾ䛧䛺䛛䛳䛯䛸䛔䛖䛣䛸䛷䛒䜛䚹䛣の場ྜ䛻䚸࣎

ࣜࣗーム・ࢰーン�%23 ᕷሙのみを≺うሙ合とࠊඛ㐍国ᕷሙにも展開することを念頭に置いているሙ合

がある。〇ရ開発にはࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙのみを≺っていたがࠊᚋにඛ㐍国ᕷሙにも展開

することがྍ⬟であることに気が付くということもある。 

᪤Ꮡ〇ရ䜢ᨵኚ䛧䛶ࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙ向けの〇ရ開発䜢⾜䛖䛸䛔䛳䛯場ྜ䚸ᚑ᮶䛿⌧ᆅᕷ場

㐺ᛂの䛯䜑のᑠኚ᭦(䝬䜲䝘䞊䞉䝏䜵䞁䝆)䜢⾜䛖䜾䝻䞊䜹䝸䝊䞊䝅䝵䞁ᆺ䛜ከ䛛䛳䛯䚹䛣の場ྜ䛿䚸ࣗࣜ࣎ーム・

ーン�%23ࢰ ᕷሙのみを対㇟としࠊඛ㐍国ᕷሙにも展開することは考えにくい。䛸䛣䜝䛜䚸᭱㏆䛿ࣗࣜ࣎

ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙの᭷ᮃ性からゼロからタ計開発し┤す ・ࣜイノベーション型も増えてきている。

このሙ合はࣗࣜ࣎ࠊーム・ࢰーン�%23 ᕷሙのみを対㇟とすることもࠊඛ㐍国ᕷሙにも展開することも
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考えられる。 
ーン�%23ࢰ・ームࣗࣜ࣎ ᕷሙ向けに開発された〇ရがඛ㐍国ᕷሙにも展開されるとࣜࠊバース・イ

ノベーションと言われる�。᪂つ䛻開発䛥䜜䜛場ྜ䛿䚸௨๓䛿ᕷ場䛻䛭の䜘䛖䛺〇ရ䛜䛺䛛䛳䛯の䛷䛒䜛䛛䜙䚸

ඛ㐍国のᕷ場䛷䛭の〇ရ䛻ᑐ䛩䜛㟂せ䛜㢧ᅾ䛧䛶䛔䛺䛛䛳䛯䚹 

⯆῝䛔の䛿䚸ඛ㐍国のᕷ場の〇ရ䜢ࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙ向けにゼロからタ計開発し┤した

〇ရをࣈー࣓ランのようにඛ㐍国ᕷሙにも展開するࣜバース・イノベーションである。 
䛣の䜘䛖䛺ࣜバース・イノベーションは◚ቯ的�◚᩿的�2イノベーションとどういう関係にあるのだろ

うか3。ඹ通点はࠊᚑ᮶〇ရの機⬟をప౯᱁で㝈定的に実現しࠊロー・࢚ンドᕷሙ向けであるという点で

ある。┦㐪点はࣜࠊバース・イノベーションは主たるᕷሙにࡘいてはࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙを

定しているがࠊ◚ቯ的イノベーションでは≉にࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙを定しているわけで

はない。またࠊ◚ቯ的イノベーションではᚑ᮶〇ရとかなり異なる方ἲによりᚑ᮶の機⬟を実現してい

てࠊᙜึはຎっているがࡑࠊの機⬟をᛴ㏿に向ୖさࡏていく。ࣜバース・イノベーションでは必ずしも

ᚑ᮶〇ရとかなり異なる方ἲで機⬟を実現しているわけでもなくࠊ必ずしも機⬟をᛴ㏿に向ୖさࡏてい

くわけではない。 

 

��� 23%�࣮ࣥࢰ࣭࣒࣮ࣗࣜ࣎ �ࢺ࣓ࣥࢪࢿ࣐ࡢ〇ရ㛤Ⓨࡅྥ

ーン�%23ࢰ・ームࣗࣜ࣎ 向け〇ရ開発のマࢿジ࣓ントを考えるሙ合ࠎ✀ࠊの㡯┠が考えられる。本

✏䛷䛿。ࡑのとしてࣗࣜ࣎ࠊーム・ࢰーン�%23 向け〇ရ開発のᣐ点はどこかࠊにࡘいて考えてみる。

 。であるࠊ開発ᣐ点はどこになるのかࠊどういう᮲௳であればࠊまりࡘ
 ターࢤットᕷሙ 
 開発㢮型�新つ RU 既存〇ရの改変） 
 〇ရアー࢟テクチࣕー 
 ᕷሙ国�㏵ୖ国におけるྛ業の〇ရ開発⬟ຊの✚ᗘ 
 ᕷሙ国�㏵ୖ国における〇ရ開発インフラ 

などの状況によってࠊ開発ᣐ点は異なってこよう。ࡑしてࡑࠊの開発ᣐ点を୰心にࠊどのような࣓ンバ

ーでࠊどのようにࢥーデࢿーションしながらࠊ〇ရ開発を行っていくのかということが問題となる。

〇ရ開発はࡑれだけで⤊わるのではなくࠊ〇ရが開発されたᚋはࠊ〇ရが⏕産されなければならない。

に〇≉ࠊ型〇ရのሙ合はࡏテクチࣕーがすり合わ࢟産ᣐ点との関係が㔜要である。〇ရアー⏕ࠊまりࡘ

ရが開発されたᚋの⏕産体ไ・ࢿット࣡ークを๓提としたうえで部ရ・原材料のサプライࣖーと連ᦠし

ながら〇ရ開発を行っていく�ᅗ ��。 
  ඛずはࠊ⏕産ᣐ点にࡘいて考える。ࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 向け〇ရの⏕産ᣐ点はࠊ最⤊的には

ᕷሙ国となろう。ただࠊ⏕産インフラࠊ⏕産要⣲᮲௳などの要௳が整わないሙ合ࠊつᶍの経済性が大き

くാくሙ合などはࠊ⏕産ᣐ点がの㏵ୖ国となる。タഛ投資がᴟめて大きいࠊ技術ୖඛ㐍国でないとᅔ

㞴というሙ合はࠊ⏕産ᣐ点が日本�本国�ࡸのඛ㐍国となる。実際ୖはࠊከくの部ရを⏕産ᣐ点国をྵ

めከくの国におけるサプライࣖーࡸ本♫ࡸጜጒ会♫から౪⤥されて⏕産を行う。 

                                                  
1 Immelt �2009�をཧ↷。 
2 ➹者は disruptive innovation のヂㄒは◚᩿的イノベーションの方が㐺ษであるとឤじている。 
3 Christensen �1997�をཧ↷。 
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ーン�%23ࢰ・ームࣗࣜ࣎ 向け〇ရの開発ᣐ点をࠊすり合わࡏ型〇ရのሙ合を念頭に置きࠊࡘࡘ⏕産

ᣐ点との関係において考えてみる。ᕷሙ国ではࠊ⏕産ᣐ点の᭷↓にかかわらずࠊ少なくともᕷሙࢽーࢬ

のᢕᥱは行われる。ᕷሙ国に�⏕産ᣐ点・�開発ᣐ点があるሙ合はᙜ↛ࡑこでタ計・開発が行われる。こ

のሙ合ࠊ新〇ရのヨసࡸヨ験・ 定の段階ではࠊヨసのᑓ㛛業ࡸタ計・開発をᨭするヨ験・ 定の

ᑓ㛛業がࡑのᆅ域に存在するとタ計・開発業ົがຠ⋡よく実施される。ᕷሙ国に開発ᣐ点がないሙ合

は開発ᣐ点が存在するの㏵ୖ国で新〇ရのタ計・開発が行われる。⏕産ᣐ点も᭷るሙ合がከい。ᇶᖿ

部分の研究開発を要するሙ合ࡸ㐺ษな開発ᣐ点が㏵ୖ国にないሙ合はࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 向け〇

ရのሙ合でも日本�本国�ࡸのඛ㐍国で新〇ရのタ計・開発が行われる。 
ーン�%23ࢰ・ームࣗࣜ࣎ 向け〇ရ開発とᕷሙの㢮型別に見たሙ合ࠊ≉にᕷሙとの関係でࠊ㢮型によ

って開発ᣐ点がある⛬ᗘ定される。新つに開発でもᕷሙがࣗࣜ࣎ーム・ࢰーン�%23 ᕷሙのみに㝈定

されるሙ合はࠊᕷሙ国�㏵ୖ国になろう。グローカࣜゼーション型の既存〇ရの改変のሙ合も開発ᣐ点は

ᕷሙ国�㏵ୖ国になろう。 
ඛ㐍国ᕷሙにも展開のሙ合はࠊタ計・開発の機⬟があるならばᕷሙ国�㏵ୖ国になろうしࠊないሙ合

は本国・ඛ㐍国となろう。 
 

��ᚋ࡚࠸ࡘ✲◊ࡢ�

これまで実施してきた୰国における日本業の研究開発ᣐ点のマࢿジ࣓ントに関する調査でᚓられ

た情報に加え୍ࠊ定数のアジアにおける日本業の䝪䝸䝳䞊䝮䞉䝌䞊䞁㻛㻮㻻㻼 ᕷ場ྥ䛡〇ရの開発事を調

査しࠊඛずはࠊとりあえずの௬ㄝを構⠏してみたい。ࡑのୖでࠊこうした௬ㄝを᳨ドするための現ᆅ調

査ྍࡸ⬟であればアンࢣート調査を実施してࠊ୰国における日本業の研究開発ᣐ点の┠的に㐺合した
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成果をୖࡆるための要因を୍定⛬ᗘ明らかにしたように4ࠊ䝪䝸䝳䞊䝮䞉䝌䞊䞁㻛㻮㻻㻼 ᕷ場ྥ䛡〇ရ開発のマ

 ジ࣓ントのᡂຌせᅉ䜢᫂䜙䛛䛻䛧䛶䛔䛝䛯䛔㻡䚹ࢿ

資㔠的にはࠊ科学研究費⿵ຓ㔠�3 年ᗘ㛫�ࠊ横国立大学の研究資㔠ࡑࠊのをண定している。 
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